
第 2章

９．グローバル化の進展

WTOドーハ・ラウンド交渉※1が不透明な中、世界的にEPA・FTA※2が拡大を続けており、我が国で
は、平成27年6月現在で15の国・地域とEPAを締結・署名しています。環太平洋パートナーシップ
（TPP）協定※3においては、平成27年10月5日に12カ国で大筋合意に至りました。
平成26年6月に改訂された「日本再興戦略」では、「2018年までにFTA比率70%を目指す」とされ
ており、今後、経済連携に向けた動きも更に進展していくものと考えられます。

※1 ＷＴＯドーハ・ラウンド交渉　平成20年7月21日～29日、スイス・ジュネーブの世界貿易機関（WTO）本部において、全加盟国153カ国の参加の下、農産品及
び鉱工業品他の関税率削減の方式などの合意を目的とした閣僚会合。

※2 EPA・FTA　FTA（Free Trade Agreement、自由貿易協定）は、ある国や地域との間で、関税をなくし、モノやサービスの自由な貿易を一層進めることを目的
とした協定のこと。日本は、FTAを基礎としながら、これに加え、投資の促進、知的財産や競争政策等の分野での制度の調和、様々な分野での協力などのよ
り幅広い分野を対象として、経済上の連携を強化することを目的とした協定を推進しており、このような協定をEPA（Economic Partnership Agreement、経
済連携協定）と呼んでいる。

※3 環太平洋パートナーシップ（TPP）協定　Trans-Pacific Partnership　アジア太平洋地域において、幅広い分野で21世紀型のルールを構築する経済連携協定。
※4 ASEAN　Association of South-East Asian nations　東南アジア諸国連合。東南アジア10ヶ国の地域協力機構。
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締結・署名済の国・地域
シンガポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、インドネシア、ブルネイ、
ASEAN※4、フィリピン、スイス、ベトナム、インド、ペルー、豪州、モンゴル

交渉中の国・地域
（中断・延期含む）

カナダ、コロンビア、日中韓FTA、EU、RCEP、トルコ、AJCEP、
GCC・FTA、韓国

資料：外務省資料より抜粋（2015年6月現在）

※赤色は締結・署名済みの国・地域
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第 3章

※1 農業就業人口　自営農業のみに従事した者又は自営農業以外の仕事に従事していても年間労働日数で自営農業が多い者。
※2 認定新規農業者　農業経営基盤強化促進法に位置づけられた青年等就農計画制度に基づき、市町村から青年等就農計画が認定された新規就農者。
※3 集落営農組織　集落等地縁的にまとまりのある一定の地域内の農家が農業生産を共同して行う営農活動組織。形態や取組内容は（1）転作田の団地化（2）

共同購入した機械の共同利用等、地域の実情に応じて多様。
※4 参入法人　異業種から農業に参入した一般企業などの法人のこと。

基本方針

「生産・流通・販売対策」を軸とした
しっかり稼ぐ仕組を構築し、
農林業・農山村全体の所得向上を
図ることで、人を呼び込み
地域がにぎわう社会の実現を目指します。

農林業を良質な「雇用の場」と
するため、品目別戦略を再構築
し、産出額の増大と低コスト化、
差別化を進め、全国と比較し依
然として低位に止まる農業所得
の向上を図ります。

農林業の担い手の経営発展を促
すとともに、更なる担い手の育成
確保、生産基盤整備の加速化な
ど、若者を地域に呼び込む流れ
を作ります。

農家戸数並びに農業就業人口※1の減少が避けられない状況の中、経営耕地面積の約８割
を認定農業者や認定新規農業者※2、集落営農組織※3などの『産業の担い手』が担う一方で、
中山間地域等産地規模の拡大が難しい地域や担い手不在地域においては、集落等をサポー
トする組織『地域の担い手』が各地域で拡大される農業構造を目指します。

認定農業者の農業所得を、農地集積による規模拡大や、多収化、ブラン
ド化、コスト低減等に取り組むことにより、全国が目指す規模と同等の
600万円まで引き上げます。

地域別に産地の面的拡大や、地域を支える多
様な担い手の確保、農山村の資源を守る取組
に加え、地域資源を生かした新たなコミュニ
ティビジネスの展開による雇用の創出など、
農林業・農山村全体の所得向上を図ります。

本県が目指す農林業・農山村の将来の姿

農業所得

認定農業者数を維持するとともに、農家子弟はもとより県内外から広く
意欲ある就農・就業希望者を確保することで『産業の担い手』を平成37年
には７,５９５経営体（組織）を確保します。

産業の担い手

  平成 27年 平成 32年 平成 37年

産業の担い手 経営体（組織）数 8,073 7,721 7,595
 経営耕地面積 20,600 25,500 30,400
認定農業者 経営体数 5,900 6,050 6,300
（法人含む） 経営耕地面積 15,600 20,240 23,950

基本構想水準到達者 経営体数 500 200 0

 経営耕地面積 900 360 0

認定新規就農者 経営体数 － 250 250

 経営耕地面積 － 550 550

参入法人※4 経営体数 － 10 20

 経営耕地面積 － 50 100

今後育成すべき 経営体数 1,600 1,150 950
農業者 経営耕地面積 2,300 2,000 2,050

集落営農組織 組織数 73 61 75

 経営耕地面積 1,800 2,300 3,750

※ 「今後育成すべき農業者」は、認定農業者や基本構想水準到達者、認定新規就農者以外で、新規就農者、産地計画の構成員、
　 定年帰農者など、市町が地域農業の担い手として認めた農業者。

（単位：経営体、ha）

（単位：戸、人）

※ 施策効果により確保する販売農家戸数に、年代別の販売農家世帯員から推計。

生産・販売・流通対策
と担い手対策を組合せ
て、地域全体の所得を
向上する取組を展開

確保・育成すべき担い手所得向上

販売対策

流 通対 策

生産 対 策

収益性の向上に向けた
生産・流通・販売対策の強化

地域の活力と
魅力にあふれる農山村づくり

経営感覚に優れた
次代の担い手の確保・育成

 平成 22年 平成 27年 平成 32年 平成 37年

販売農家戸数 24,887 22,200 18,100 15,600

販売農家の世帯員数 98,788 79,958 67,377 56,452

基本
理念

基本
目標
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Ⅲ
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第 3章 基本方針

農家戸数が減少する中、これら農地の流
動化を進めることで県全体の経営耕地面
積は維持しつつ、再生可能な耕作放棄地
（5,345ha）の解消を図り、条件整備を
行ったうえで有効活用することで、平成37
年の経営耕地面積37,800haの確保を目
指します。

経営耕地面積

森林の整備、木材生産に必要な林業専業作業員については、既存事
業体の育成・強化や建設業等の新規参入などにより、平成37年には
400人確保を目指します。

林業専業作業員数

※作業員とは、年間180日以上林業施業に従事する者をいう。

森林面積及び人工林面積については再造林等が図られることにより、
現状維持が予想されます。今後、森林の持つ公益的機能を持続的に発
揮しながら木材生産を行う搬出間伐を中心に進めることにより、平成
37年には資源を循環利用する森林、60,000haの確保を目指します。

森林面積（民有林）

流動化

耕作放棄地

経営耕地面積の拡大

　 平成 22年 平成 27年 平成 32年 平成 37年

経営耕地面積（自給的農家含む） 33,499 32,500 35,150 37,800

耕作放棄地面積 12,347 16,886 8,441 0

　 平成 22年 平成 27年 平成 32年 平成 37年

林業専業作業員数 275 350 360 400

　 平成 22年 平成 27年 平成 32年 平成 37年

人工林面積（スギ、ヒノキ） 88，393 88，271 88，271 88，271

整備された森林面積 39，400 49，500 60，000 60，000

（単位：ｈａ）

（単位：ｈａ）

平成27年
（推測） 経営耕地面積 32,500ha

産業の担い手 販売農家
22,200戸
経営耕地面積
30,000ha

「新規就農者」
毎年250名
（10年間で2,500名）

「参入法人」
毎年2法人
（10年間で20法人）

認定農業者等の規模拡大に伴う
新規雇用型就業者の確保
毎年250名
（10年間で2,500名）

経営体（組織）数　8,076
経営面積　20,600ha（63%）

5,900戸（うち法人経営251）

15,600ha（2.6ha/戸）

2,300ha（1.4ha/戸）

法人経営
296法人
1,579ha

（5.3ha/法人）

集落営農組織
73組織
1,870ha
（26ha/組織）

900ha（1.7ha/戸）
500戸

1,600戸

地域の担い手
・機械利用組合
・直売所を核
 とした組織
・労力支援組織
 など

自給的農家ほか
2,500ha

再生利用が可能な
荒廃農地
5,345ha

再生利用が困難な
荒廃農地
11,500ha

解消し活用

認定農業者

経営面積

今後育成すべき農業者

経営面積

基本構想水準到達者

経営面積

平成37年
経営耕地面積 37,800ha

産業の担い手 販売農家
15,600戸
経営耕地面積
35,300ha

経営体（組織）数　7,595
経営面積　30,400ha（80%）

6,300戸（うち法人経営1,000）
23,950ha

2,050ha

100ha

950戸

地域の担い手
・機械利用組合
・直売所を核
 とした組織
・労力支援組織
 など

自給的農家ほか
2,500ha

認定農業者

経営面積

今後育成すべき農業者

経営面積

経営面積
20法人参入法人

550ha経営面積

250戸認定新規就農者

1,000法人うち法人経営
9,250ha経営面積

75法人うち集落営農法人

3,750ha経営面積

集落営農組織
75組織
3,750ha

（50ha/組織）農地から除外

里山として
保全活動

林業構造の展望（平成37年）

平成27年 民有林面積 218,000ha
人工林（すぎ・ひのき）（42%） 88,000ha その他・天然林（58%）

130,000ha

平成37年

資源を循環利用する森林

60,000ha

資源の循環利用
搬出間伐

環境を重視
した森林
28,000ha

環境を重視した森林
（保安林） 20,000ha

クヌギ・ナラ類
11,000ha

しいたけ原木への活用

その他・広葉樹
99,000ha

（チップ生産等に活用）

1,600ha/年
皆伐 50ha/年

未整備森林
10,500ha

伐捨間伐
1,000ha/年
（未利用間材の活用）

針広混交林へ
伐捨間伐

林業専業作業員　350人
間伐による木材生産性　2.8㎥/人・日

木材

協定販売による生産量・価格の安定
木材生産量 100,000㎥

チップ生産量
3.2万㎥/年

A材 55,000㎥（55%）
県内外の製材工場へ

B材 25,000㎥（25%）
CLT用ラミナ、中国・韓国輸出

C材 20,000㎥（20%）
バイオマス燃料、中国輸出

人工林（すぎ・ひのき）（42%） 88,000ha その他・天然林（58%）
130,000ha

資源を循環利用する森林

60,000ha

資源の循環利用搬出間伐

環境を重視
した森林
28,000ha

環境を重視した森林
（保安林） 20,000ha

クヌギ・ナラ類
11,000ha

しいたけ原木への活用

その他・広葉樹
99,000ha

（チップ生産等に活用）

3,000ha/年
皆伐 180ha/年

針広混交林へ
伐捨間伐

1,000ha/年
（未利用間伐材の活用）

林業専業作業員　400人
間伐による木材生産性　5.0㎥/人・日

木材

チップ生産量
4万㎥/年

A材 75,000㎥（30%）
県内外の製材工場へ

B材 75,000㎥（30%）
CLT用ラミナ、中国・韓国輸出

C材 100,000㎥（40%）
バイオマス燃料、中国輸出

民有林面積 218,000ha

協定販売による生産量・価格の安定
木材生産量 250,000㎥

◯資源を循環利用する森林からは搬出間伐を中心に木材生産を推進します。あわせて森林整備に必要な林業労働力の確保を目指します。

農業構造の展望（平成37年）

◯経営耕地面積の約8割を認定農業者や認定新規就農者、集落営農組織などの『産業の担い手』が担う一方で、中山間地域等において、一定、産地の規
模拡大が難しい地域、担い手が不在の地域においては、集落等をサポートする組織『地域の担い手』が各地域で拡大される農業構造を目指します。
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